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はじめに
日本の監査制度は，明治以来，大陸法に基づく監査役の監査に依存し，監査役は会計監査と業務
監査との両権限を持ち，監査責任を果たすこととされて来た。
しかし戦後の昭和25年の商法改正によって，監査役は会計監査権限のみを有し，業務監査権は取
締役会に与えられることとなった。
他方，証券取引法が昭和23年に制定されて，株式の公開会社に公認会計士の会計監査を義務づけ
ることとされたが、これを商法にまで拡大することは，公認会計士の絶対数の少ないこともあって，
時期尚早と考えられた。
昭和49年の商法改正によって，商法上も，株式会社のうちの大会社には，公認会計士（又は監査
法人）の会計監査を義務づけることになったが，立法形式としては， 「株式会社の監査等に関する
商法の特例に関する法律」（商法特例法）によって，会計監査人制度を商法に導入することとされ
た。
かくして，公認会計士（又は監査法人）が会計監査人として株主総会で選任されるものとする職
業的監査人の会計監査制度が商法の上でも法定されることになった。
このため素人である（職業的会計専門家でない）監査役の会計監査は，会計監査人と重複するこ
ととなるので，大会社においては事実上，監査役を廃止することが再び考えられた。しかし経済界
から監査役制度を存続するようにという強い要望Ilが出され，その理由として監査役に業務監査を
行わせる必要性があると唱えられた。
この意見を酪酌して，大会社の監査役には業務監査権をも与えることとする商法の監査役制度の
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改正が行われて，今日に至っている。
今後，監査制度の在り方について監査役会を制定して強化する方向を探るのか，それとも公認会
計士制度の発展に伴って，監査役を縮小・廃止する方向を探るのかが注目されている。
本稿ではこのような変還する日本の商法上の監査制度について考察してみたいと思う。
1. 日本の監査制度の変還
日本の監査制度は，商法上の会計監査と，証券取引法上の会計監査とが併存している。また商法
上の監査役の監査と証券取引法による公認会計士の監査とが，別個の制度として存在していた。
昭和25年の商法改正に当って，これを一元化することが考えられて，会計監査について，株式の
公開会社には，公認会計士の監査に委ねることとし，公認会計士が会計監査を行っている会社にあっ
ては，監査役を置かないものとする制度が考えられた。これにより．会計監査を行う監査役という
ものは，商法上，実質的に廃止される方向を辿るかに見えた。
しかしながら株式の公開会社のみを取り上げてみても，戦後発足した公認会計士制度を以て会計
監査がようやく始められたばかりであり，公認会計士の質・量共に不足していると考えられ，公認
会計士が全面的に監査役に取って代わるのは，公認会計士にとり，やや無理があるのではないか，
とする実務界からの反対意見も出された。そこで公認会計士数の増加を侠って，あらためて監査役
の在否を問うこととなり，商法上の監査役制度は，会計監査を行う監査役という形で暫く存続され
ることになった。
その後，昭和40年代に入って，不況時に一部の上場企業の虚偽決算が起こったにも拘わらず，公
認会計士も監査役も何ら監査報告書において，虚偽決算を指摘するに至っておらず，会計監査制度
の無力さが指摘されるに至った。
このため昭和45年に「監査基準J' 「監査実施準則」及び「監査報告準則」が改正されて，公認
会計士の監査手続が充実・強化された（九証券取引法の適用される株式の公開会社（勺こ対しては，こ
の強化された「監査基準J等に依り公認会計士の会計監査が行われるようになった。
しかしながら，公認会計士の監査は商法とは直接の関係を持たずにおこなわれていたために，株
主総会に反映されない欠点があるとされた。そこで，昭和49年の商法改正において，大会社は）には，
公認会計士の会計監査を義務づけて，監査役の監査に代わる「会計監査人制度jを発足させること
が考えられた。つまり，職業的専門家による会計監査が行われる以上，監査役の会計監査は不要で
ある，という発想法であった。
これに対して経済団体連合会は，監査役が必要であると主張しへその理由として，監査役は業
務監査を行うものとすべきであること，公認会計士に会計監査を全面的に委ねてしまうには，日本
では未だ公認会計士制度の定着度が足りないこと等を指摘した。
このため監査制度の強化に資するために，監査役には会計監査の他に業務監査権限をも再び与え
ることとして，監査役制度を存続することになり，監査役は会計監査については，公認会計士の監
査手続と監査結果とをレビューして，これを相当と認めるか否かの監査意見を述べれば足りること
とされ，今日に至っている。
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ただし立法形式としては，前述の如く商法上で監査役の会計監査E業務監査を規定し，別に商法
特例法を設けて，大会社に対する会計監査人の会計監査制度の強制を規定する一方，小会社（吋こ対
しては，監査役に業務監査権を与えないこととし，また，大会社の監査役は，複数でうち 1人は常
勤であることを要する等々を規定することとして，今日に至っている。
このような商法特例法を設けたのは，立法技術上のテクニックもあったが，他方で税理士側から
公認会計士のみが商法に採り入れられて，税理士が取り残されるのを快しとしない傾向もあり，こ
れを考慮したためとも言われている。
注
(1）経済団体連合会「商法改正に関する意見j （昭和46年）
(2）企業会計審議会は， 「監査実施準則Jを強化して，¢棚卸資産に対する会社の実地棚卸に（公認会計士が）
必ず立ち会うこと（observation）②金銭債権について公認会計士が取引先に対して必ず確認すること
(confirmation）③関係会社（affiliatedcompany）に対して公認会計士が調査することの三点を折り
込んだのが特色である。
(3）証券取引法は，①上場会社，②店頭銘柄及び③一回に多額の有価証券の募集・売出しを行う会社に適用さ
れる。③については度々改正され，現在5億円以上の有価証券の募集・売出しを行う会社に適用されてい
る。 （証券取引法第4条）ここでは，商法の大会社の基準と若干，食い違う面が残されている。
(4）大会社としては，資本金1億円以上の株式会社とする考え方が有力であったが，日本税理士会の強い反対
に会って，資本金10億円以上又は負債200億円以上の株式会社に縮小された。その後，昭和56年の商法改
正に当って資本金5億円以上の株式会社にまで拡大された。 （商法特例法第2条）
(5) 資本金1億円以下でかつ負債200億円未満の株式会社を小会社としているo （商法特例法第22条）
2.会計監査の一元化
商法上，大会社については，公認会計士による会計監査が行われることとなった昭和49年に，初
めて監査役の会計監査と公認会計士の会計監査が，原則として同一基準で行われ，監査意見の表明
も一元化されることとなった。
昭和49年の商法改正以前は，監査役は計算書類が商法の計算規定に合致しているか否か（適法性）
について監査意見を述べていたのに対して，公認会計士は，財務諸表が「一般に公正妥当と認めら
れている会計基準」（1）に照らして，妥当か否か，という適正性について監査証明をすることになって
いた。
このような会計監査の二元化現象は，株主・投資家・債権者に対して，会計監査の複雑さを印象
づけ，一方が適法であっても他方が不適正であるとか，限定付適正で、あるというように結論が異なっ
て，監査の権威づけや信頼感に，マイナスになると考えられた。
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とくに株式会社の経営者は，株主総会を重視し，商法に叶えば総会の承認が得られるので，証券
取引法上の公認会計士の監査に重きを置かない傾向も若干みられた。これは虚偽決算の防止の上で
妥当でないと考えられる上に，商法上の計算書類と証券取引法上の財務諸表とが異なる基準で作成
されるという根本的相違の故に，経営者も手間暇を余計にかける不便さがあり，また世間の人を当
惑させる一面もあった。
この異なる決算結果が表示されているのに対して，それが正しいのかと問われれば，何れも正し
いという返答が返って来る，というのでは，決算書における「単一性の原則」が貫かれないことと
なり，日本の会計制度，監査制度に対する世間の信頼も得られないこととなる。
これを改善するために，昭和49年の商法改正において，公認会計士（又は監査法人）の会計監査
を株主総会と直結する制度を取り入れて，会計監査の一元化が図られることになった。
このために前提条件ともなる①計算書類と財務諸表の表示面の調整，②商法の計算規定と「企業
会計原則Jとの実体面の調整の二つが行われた。①の表示については， 「株式会社の貸借対照表・
損益計算書及び附属明細書に関する規則」 （計算書類規則） （法務省令）と「財務諸表等の用語・
様式及び作成方法に関する規則J （財務諸表規則） （大蔵省令）との調整が行われた。
この両規則の調整によって，貸借対照表，損益計算書，利益処分案及び附属明細書（附属明細表）
の表示面の一元化が図られたのである。しかし，計算書類規則は株式会社の規模の大小を問わずす
べての株式会社に適用されるのに対して，財務諸表規則は，株式の公開会社（ほほ商法上の大会社
に相当するもの）に適用されるので，前者よりも後者の方が若干，詳細になるのは妥当で、あると考
えられ，大枠において調整されていれば，細目に至まで同一になることはなくても，止むを得ない
とされて，今日に至っている問。
他方，実体面の会計処理の原則や手続については，すでに昭和37年の商法の計算規定の改正に当っ
て， 「企業会計原則Jの損益法をも考慮して，資産の評価方法を全面的に商法に採り入れて，原価
主義を原則とする旨定めてあったので，昭和49年の監査制度の一元化に当っては，特に「企業会計
原則」を商法の計算規定に合致させるべく，全面的な書き替えが行われたへ
この結果， 「企業会計原則jには商法違反となる項目が無くなったので，商法上， 「企業会計原
則Jに依る決算を行うようにとの明文の規定を設けることが望まれた。しかし「企業会計原則jは，
企業会計の中から慣行として発達したものの中から抽出された方法が取り上げられているとは言え，
大蔵省の企業会計審議会で改廃が行われ，国会を通さず，法令の委任をも受けていないという制度
上の制約もあるので， 「企業会計原則」を直ちに法令として取り入れることは否定された。このた
め酪法総則第32条第2項では「商業帳簿ノ作成ニ関スル規定ノ解釈ニ付イテハ，公正ナル会計慣行
ヲ掛酌スベシ」と規定されているのに止まった。
しかし商法第32条第2項を巡っては， 「企業会計原則」に法令としての地位を与えたものとする
積極説（叱， 「企業会計原則」が直ちに法令としての地位を与えられたものではないとする消極説（5)
とが対立して今日に至っている。
此の学説の対立が今日の日本の会計監査制度の根幹に触れる問題を提起する状態になっており，
制度上，監査の一元化を達成したことにはなってはいるが，会計監査の尺度としての一元化が未だ
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若干，達成されていない感もある。
例えば，証券取引法における公認会計士の監査証明においては， 「企業会計原則」の上の継続性
の原則が適用され，正当な理由に基づく会計方針の変更であるか否かを記載することになっている。
このため、現実に証券取引法上の監査では，会計方針の変更についての限定意見が数多く付されて
いるが，商法上では継続性の原則の明文の規定がないので，これにつき監査報告書で指摘されてい
る例は少ないへ
注
(1）大蔵省の証券局長通達では，証券取引法にも基づく監査証明省令の「一般に公正妥当と認められている基
準jとは，おおむね「企業会計原則jを指すものとして取扱うこととされている。
(2) ct継続性の原則を商法で規定しなかった代わりに，注記において資産の評価方法の変更をした場合には，
その旨と影響額とを記載することとされCT貸借対照表の「投資の部」に記載する項目に長期前払費用を含
め，③「引当金の部」を商法287条の2の引当金のみとし④「剰余金の部」に「その他の資本剰余金jを記
載することとし⑤損益計算書の「特別損益の部」に剰余金計算を記載して，剰余金計算書を廃止すること
などの調整が行われた。
(3) 「企業会計原則」は会計公準として，諸法令の改正の指針を示すものとされ，指導原理を織り込んでいた
ために，たとえば，繰延資産を幅広く認め，また臨時巨額の損失を繰り延べることまで謡っていたが， こ
れを「法令の認める場合Jに限って繰り延べられることとし，商法に合致させて実践規範となり得るよう
な大幅な修正が行われた。
資本剰余金は商法上の資本準備金となるものの他は，圧縮記帳するか，剰余金として計上することとし
て，商法との調整が図られた。
(4）番場嘉一郎・日下部与市『新企業会計原則の解説』 17頁， 148頁以下
中瀬宏通『会社の計算』 82頁
中村忠『株式会社の管理と監査J13頁
稲垣富士男『精説企業会計原買lj』33頁以下
村山徳五郎『会計監査人監査の実務』 140頁以下
黒沢清・飯野利夫・中村忠・江村稔『新企業会計原則評釈』 403頁以下
(5）居林次雄『改正商法詳解j3頁以下
居林次雄『株式会社の決算j44頁以下
鈴木竹雄・竹内昭夫『会社法.J248頁
河本」郎『現代会社法』 426頁以下
(6）居林次雄『株式会社の決算JI54頁以下。継続性の原則は商法上，適用されないと解している。
3. 会計監査人制度
大会社には，会計監査人制度が商法上で導入されたのであるが，その会計監査の対象となる計算
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書類については，商法上の計算規定に基づいて作成されているか否かが会計監査人の監査意見表明
の尺度になっている。
商法上，会計監査人は監査役の同意と株主総会の選任決議で選任されることになっており，株主
総会に対して会計監査報告をするのが任務になっている。
会計監査人の任期は 1年と法定されているが，以後の総会で別段の決議が為きれないときは，自
動的に再任されたものと看倣される。 （商法特例法5条の2）そこで実務上は，一度，会計監査人
に選任された公認会計士（又は監査法人）は，長くその同じ株式会社の会計監査を続けるのが通例
になっている。
一方，大会社の監査役は，会計監査について，会計監査人の行った監査の方法や結果について相
当でないと認めたときは，その旨と相当でないとした理由とを監査報告書に記載して，株主総会へ
報告する義務が法定されている。 （商法特例法14条j
実務上では，監査役が会計監査人と反対の意見を述べている例は余り見かけず，むしろ逆に監査
役の監査報告書においては， 「会計監査人の監査の方法及び結果を相当であると認める」いう記載
をする例が殆どである。
これは，日本監査役協会が監査役の監査報告書のひな型を公表しているが，そのひな型が，この
ように記載するものとしているので，これに依っている監査役が多い結果であると思われる。
このような監査役独自の会計監査が行われないという実務上の傾向をみると，大会社について，
今後，監査役が会計監査を続けることがなお必要であるのかどうか疑問視する向きも多くなって来
ている。これをつきつめていくと，会計監査を行う監査役というものは，会計監査人の会計監査が
行われている大会社については，廃止しでも良いということになろう。
一方，計算書類のディスクロージャについては，貸借対照表（大会社については損益計算書も）
を公告することが商法上で株式会社に義務づけられている。 （商法283条3項）
この決算公開については無意味であり，余り守られていないので廃止せよ， という意見も根強
い山。その代わり，商業登記所に各会社の計算書類を届けさせて，これを公開する制度が考えられて
いる。
登記所で決算を公開し， 決算書の謄本を何人でも請求できることとするに当り， どうしても会
計監査報告書が添付されていなければ，信を置き難いと思われるので，会計監査人の監査範囲を拡
大する必要もあるという考え方が有力である。
しかし株式会社は126万杜も登記済みであったから，公認会計士数（2）と比較してみる時，とても数
の上で，株式会社全体に会計監査人を義務づけることは無理であると考えられる。
このため，会計士補や税理士等を以て，緩い，会計監査としての「会計調査人制度Jそ商法上で
取り入れようとする考え方がある回。
しかし「会計調査人制度」は，監査の水準を落とすことになり，監査制度への世間の信頼を失わ
せる虞れが高いこと，公認会計士の監査独占を侵す格好になること，会計監査と会計調査との差異
をどこでどう捉えるか線の引き方が難しいこと等々を掲げて批判する向きも多く，今後の成り行き
は予断を許さない刷。
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立法論としては，株式会社に対しては，会計監査人の監査報告書を添付した計算書類を商業登記
所に毎期提出させて，ディスクローズする制度を新設して，このディスクローズに耐えられない企
業は，株式会社から有限会社又は合名会社・合資会社へ組織変更する道を聞くのが，妥当なところ
であると思われる。この点については，平成2年の商法改正に際して，国会の附帯抗議においても，
商業登記所で決算を公開する制度を至急検討するように求められているヘ
注
(1) 経済団体連合会「商法改正に関する意見j （昭和35年）
(2) 日本公認会計士協会に登録されている公認会計士は，平成3年11月30日現在で， 9,136人である。外国公認
会計士が17人，監査法人は118社であるから，会計監査人の監査を義務づけるのは，せいぜい数万社にとど
められざるを得ない。
(3) 会計士補は2,609人，税理土は58,253人（平成3年11月末現在）であるから，会計調査人制度を導入すれば，
中会社まで調査対象に組み入れることは可能である。
(4) 日本公認会計士協会は，会計調査人制度に真っ向から反対しており，日本税理士連合会は賛意を表してい
る。
(5）法制審議会では，一定規模以上の株式会社について，商業登記所に貸借対照表と損益計算書及び監査報告
書を提出させて公開する案を決定したが、国会提出に当り，政府案からこの点が削除された経緯があるo
4.会計監査人の損害賠償責任
商法上で法定されている会計監査人が，その会計監査の任務を怠ったことにより，被監査会社に
損害を生じさせたときは，その会計監査人は，被監査会社に対し損害賠償をする責任がある。 （商
法特例法9条）
会計監査人が重要な事項について，監査報告書の虚偽の記載をしたことにより，第三者に損害を
生じさせたときは，その会計監査人はその第三者に対して損害賠償をする責任がある。 （商法特例
法10条）この場合，無過失の立証責任は，会計監査人が負うという厳しさになっている。
このような会計監査人の商法上の強制監査につき，未だ日本で損害賠償を提訴したケースは発生
していない。
しかしながら，法定の強制監査ではなく，有限会社が任意に公認会計士と会計監査契約を締結し
ていたケースについて，公認会計士（後に監査法人を結成したのでその監査法人）に対して，損害
賠償をするように被監査会社から提訴される事件が起こった（九
このケースにつき東京地方裁判所は，監査法人の過失を認めて，被監査会社に対し， 4,779万円
余りの損害賠償を支払うことを命じた（2
事f牛は有限会社の会計監査を任意に依頼された監査法人が，その会社の経理部長の不正行為を見
逃したために，会社に損害を生ぜ、しめたとして，損害賠償を命ぜ、られたも？のである。この事件では，
被監査会社の内部統制が不備であったので，監査法人から被監査会社の代表取締役に改善を求めた
-44- 研究年報第XVI巻
にも拘わらず改めなかったこともあって，経理部長が勝手に会社の定期預金を担保として個人的借
入れを銀行からしていた、というものであった。
公認会計士が銀行に対する定期預金の残高証明を求めたところ，会社が残高証明を取り寄せて見
せたが，さらに定期預金の通帳を実査しようとしたところ，通帳は銀行に書替に出されており，実
査することができなかった。若し通帳を実査しておれば，経理部長の不正な個人的借入れを発見で
きた筈であるとして，その点で公認会計士が任務を怠ったことを理由に，監査法人に損害賠償を命
じたのであった。
ただし内部統制の不備を是正しなかった代表取締役にも過失があるとして，過失相殺により，被
監査会社の損害の8割を会社側， 2割を監査法人に負担させるという判決内容であった。
これにつき会計監査の目的は，財務諸表の適正か否かを証明することであり，不正・誤謬の皆無
であることを保証するものではないから，本件について会計監査上の責任はないとする考え方（3）も
できる。
逆に判決の知く監査法人の過失を認めた上でさらに過失相殺をしたのは妥当であるとする見解も
出されている（4)0
若しかような任意監査について，本件判決の知く，企業内部の不正行為に関連して，公認会計士
や監査法人の損害賠償を厳しく追求することになれば，それよりも水準の高い法定監査を行う会計
監査人に対しては，更に厳しい追求が行われることになる。
巨大企業に対して，僅かな監査人員と監査日数とを以て会計監査を行うのは，丁度，大木に蝉が
止まっているような格好である現状では，会計監査責任を追求し過ぎると，この制度は成り立たな
くなる虞れもある。現実にアメリカでは大恐怖以降，公認会計士に対する監査責任を追求する訴訟
が相次ぎ，公認会計士は苦境に立ち，監査責任を補 lする立場の損害保険会社が，公認会計士や監
査法人に対する損害賠償保険の締結を拒む事態を招来した。
このため米国証券取引委員会（SEC）は，会計監査の目的は，会社の不正行為の発見にあるので
はなく，財務諸表が適正か否かを監査意見で述べるに止まる旨を広くPRして，世間の理解を深め
るように努め（5）またアメリカ公認会計士協会（AICPA）も，この点につき委員会報告を公表して，
公認会計士に対する世間の過剰な期待が誤りであることをPRしているヘ
日本では未だ東京地裁の事件が一件発生したのみであり，目下，このケースは東京高裁に控訴さ
れて争われているところであるが，事件の成り行きによっては，会計監査人の責任追求の訴が日本
でも続々と提起される可能性もある。
会計監査は，企業の不正を発見するところに目的があるわけでなく，財務諸表の適正さを証明す
ることにありm本件のように被監査会社の経理部長が不正を働いていたケースについてまで，公認
会計士の監査責任を追求して，監査法人への損害賠償を求め得るものとすれば，公認会計士に苛酷
な負担を強いる結果になる。
公認会計士の監査責任を重くして自覚させる方が，公認会計士に対する社会の信頼を確保できる
ようになる（8）という考え方もできるが，日本の現状では，未だ公認会計士監査に対する世間の認識
も不充分であり，裁判所も本件のように，企業内の不正発見を怠った結果を公認会計士の監査責任
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として判決するようでは，公認会計士に対する過大な期待が持たれていると思われる。
やはり会計監査の本質に戻って，財務諸表が会社の経営成績や財政状態を適正に表しているか否
かの監査意見表明に止まる，というところから出発して，監査責任をこの面にのみ課することとす
べきであると考える。さもなければ，法定監査における会計監査人制度は今後，濫訴の故に維持で
きないと思われるからである。
また日本では，監査役のみならず公認会計士に対して，厳しく監査責任を追求すべきあるという
社会的ムードではないので，このようなムードの下で裁判所が判決するとすれば，東京地裁の判決
は社会的要請以上の過大な責任を公認会計士に課してしまうことになると思われる。
注
(1) 昭和56年（ワ）第4071号損害賠償請求事件で，平成3年3月19日に東京地方裁判所が判決言渡をした。
(2) 本件の判例評釈については四件ある。
龍田 昂「有限会社の任意監査人の責任Jr商事法務』 1249号 53頁以下
山村忠平「有限会社の任意監査人の民事責任j『金融商事判例.INo.873, 46頁以下
近藤光男「会計監査人の会社に対する責任JI判例評論』 395号178頁以下
居林次雄「会計監査人の法的責任」『富大経済論集」第37巻第3号（平成4年3月）
(3）居林前掲
(4）龍田前掲
山村前載
(5) The Commission on Auditors' Responsibilities ; Report, Conclusions, and Recommenda-tions 
鳥羽至英訳『財務諸表監査の基本的枠組み』に詳細な解説がある。
(6) Statement on Auditing Standards No. 1 Section No.2 (AICP A, Profestional Standards Vol. 
AU section ll0.02) 
(7）企業会計審議会「監査基準I （昭和25年7月14日設定）では，監査の意義について「監査人は財務諸表に
対する自己の意見につき責任を負うのみであって，財務諸表の作成に関する責任は，企業の経営者が負わ
なければならない。従って，監査人が財務諸表に対して助言勧告を与え，又は自らその作成に当たること
があるとしても，その採否は企業の経営者が決定するものであり，監査人はこれを強制できないjとして
いる。
(8）八回進二「監査人の責任問題に関する予備的考察j 『産業経理JVol.51 No. 3 85頁
5.監査役の業務監査権
昭和49年の商法改正において，大会社の監査役については，公認会計士の資格を有するものでなけ
れば選任できない，とする事実上，これまでの素人の監査役制度を廃止する商法改正案が検討された。
これに対しては，すでに述べたように経済界からの強い反対意見が出された上に，監査役を強化し
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て存続するという逆の意見もつけ加えられていた。そこで，この点は急転回して，結局，大会社に
ついては会計監査人と監査役の会計監査が併行して行われる体制を維持し，加えて監査役に新しく
業務監査権を与えることになった。監査役の業務監査権は小会社には与えられないこととなったの
で（商法特例法22条），日本の監査制度は，三種類に大別されることになった。すなわち
①大会社については，会計監査人の会計監査と，監査役の会計監査及び業務監査とが行われる。
②中会社に対しては，監査役の会計監査と業務監査が行われる。
③小会社に対しては，監査役の会計監査のみが行われる。
このような株式会社に対する監査役の会計監査制度は世界に類例をみないものであるが，特に大
会社と中会社とに対する業務監査については，日本商法の特色とでも言うべきものである。
商法274条1項では， 「監査役ハ取締役ノ職務ノ執行ヲ監査スjと定め， 2項では「監査役ハ何
時ニテモ取締役及支配人其ノ他ノ使用人ニ対シ営業ノ報告ヲ求メ又ハ会社ノ業務及財産ノ状況ヲ調
査スルコトヲ得」としているので，相当に強力な権限を監査役に与えていることが分る。
監査役は監査の結果を監査報告書に纏めて株主総会で報告することになっているが，商法281条
の3第2項では，監査役の監査報告書の記載事項を法定している。
すなわち
①監査方法の概要
②会計帳簿の記載を確かめ，計算書類と会計帳簿の記載が合致していないときはその旨
③計算書類が適法であるか，違法であるか
④会計方針の変更が相当か
⑤営業報告書が適法か
⑥利益処分案が適法か
⑦利益処分案が会社の財産の状況其の他の事情に照し著しく不当であるときはその旨
⑧附属明細書の記載を確かめ，会計帳簿や計算書類の記載と合致していないときはその旨
⑨取締役の職務の逐行につき不正の行為若しくは法令定款に違反する重大な事実があるときはそ
の事実
⑮監査のため必要な調査をすることができなかったときはその旨と理由
以上の諸点につき監査報告書で指摘するように定めている。
①～⑥及び⑧は会計監査についての監査報告であり，①と⑦及ぴ、⑨は業務監査についての監査報
告である。実務上は，会計監査については，会計監査人の存在する大会社にあっては，すでに述べ
たように， 「会計監査人の監査の方法及び結果を相当と認める」とするものが殆どであって，業務
監査についての監査報告をするのが監査役の監査報告書の特色になっている。
したがって業務監査権を法定していないのであれば，事実上，大会社にあっては素人の監査役は
不要であるということになる。
ところで，監査役の業務監査権については，広狭二義の学説があり，実務上に少なからざる混乱
を与えていると思われるが，商法274条の「取締役ノ職務ノ執行ヲ監査ス」という条文が簡素であ
るために，これをどう解釈すかについて，学説が別れることとなった。
株式会社の監査制度に関する一考察
多数説は監査役の業務監査は適法性に限るものとしている（九
これに対して少数説は，妥当性監査に及ぶものと解している（九
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この折衷説として，監査役の業務監査は適法性に限られるが，商法上で特別に妥当性の監査を要
求しておければ，その限りにおいて妥当性にも及ぶものとしているヘ
実務上，大会社の監査役は，適法性に限らず広く妥当性の監査まで実施したいと望む声も高いが，
それは監査を充実させて，監査役の役割を高めるために望まれているものである。
これらの点について，未だに訴訟事件となった例はないので判例はないが，筆者は折衷説が適切
な解釈であると解している。監査役の存在価値を高め，監査を機能的にあらしめるためには，妥当
性監査をも義務づけることとすべきであろうが，監査役の責任問題を考慮すると，妥当性監査は極
めて広義となり，取締役と同等の経営責任を負うことになるので，これは監査役にとって苛酷な負
担を強いることになると考えられる。
そこで商法が「取締役ノ職務ノ執行ヲ監査ス」と定めているのは，広狭二義の何れとも解釈でき
るとしても，監査役の監査報告書の記載事項として，業務監査については「取締役ノ職務遂行ニ関
シ不正ノ行為又ハ法令若ハ定款ニ違反スル重大ナル事実アリタルトキハJそれを報告すれば足りる
ものとしている点を勘案すると，取締役の重大な違法事実を指摘すれば充分だということになり，
妥当性監査までを商法は監査役に要求していない，と解釈するのが自然である。
しかし商法は違法性の監査に限ってしまうと，狭すぎると考えて利益処分案が，配当についてた
とえ商法290条に叶っていて適法であっても， 「会社財産ノ状況其ノ他ノ事情ニ照ラシ著シク不当
ナルトキハ」その点についても，監査報告書で指摘するように監査役に義務づけている。この点か
らも原則として，監査役の業務監査権は適法性に限られると解釈できる。わざわざ配当が「著シク
不当Jなときに，利益処分案の不当性を指摘せよと商法上で命じたのは，配当が著しく少ないとか
（当期利益が充分に大きいのにも拘らず一向に配当に廻さないとか），配当が著しく多過ぎる（当
期利益も余りなく，手元流動性が乏しく不渡手形が発生しそうなときに，単に未処分利益の範囲内
で適法な配当であるという理由だけで多額の配当をする）というようなケースでは，監査役が介入
できる余地を残したものであると解される。
そこで監査役の業務監査権は，適法性に限られるが，このように商法上で，特に監査役に妥当性
の監査を義務づけている項目に限っては，妥当性にも及ぶと解するのが，現行商法に最も叶った解
釈であると考える。具体的には配当の妥当性について，商法が監査報告書の記載事項として掲げて
いるので，この点については，例外的に妥当性監査が監査役に義務づけられていると解する。
このように狭く解釈することとしても，取締役の職務の遂行上で，違法なことがないかどうかに
ついて期中から期末まで監査役が調べて歩くことは大変な仕事である。実務上，監査役のスタッフ
は充分ではなく，取締役の指揮命令系統にある内部監査部門を活用したり，取締役会他，会社の重
要な会議に出席したりして，違法な業務執行が行われていないかどうかを調査するのが通常の監査
役の仕事振である。
たとえば，今回の証券不祥事で，証券会社が顧客の株式売買損失を補｜していた点について，証
券取引法違反となるとして，監査役が指摘していた事実はなかった。また銀行が架空預金証書を発
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行して，これを担保に巨額の融資斡旋をしていた不祥事も著名銀行でも発覚したが，これにつきそ
の銀行の監査役が監査報告書で指摘していた訳でもなかった。
これらは取締役会の監査責任の欠如を示すものであり，監査役の業務監査を適法性に限るという
多数説の下でも，監査役の監査責任に入る訳であり，業務監査というものが如何に具体的事例の中
では，実施困難な任務であるかが知られる。
これらは，第一義的には取締役の責任ではあるから，会社に与えた損害につき訴求されれば，取
締役は連帯して賠償に当たる必要があろうが，監査役についても，業務監査の責任を果たしていな
いとして訴えられれば，恐らく監査役も連帯して，その損害を会社に賠償しなければならないと思
われる。今回の不祥事が数千億円という巨額なものであったから，この損害賠償責任を負うものと
すれば，取締役も監査役も個人的財産では弁済し切れず破産する結果になるであろう。
先の東京地裁判決の如く，会計監査人も企業内の不正事件について損害賠償責任を負うという論
法を拡大していくと，今回の証券・金融不祥事については，それぞれの会社の会計監査入札過失
ありとして損害賠償の責めを負わされる虞なしとしない。もっとも筆者は，先の東京地裁判決に誤
りがあるという私見を持っているから，会計監査人が企業内の不正問題につき，賠償責任を有する
とは考えていないが，監査役は業務監査機を有する以上，この不祥事における損害賠償責任を免れ
ることは難しいと考えている。
こう考えて来ると業務監査権というものは現実の日本の状況からみて，監査役に苛酷な責任を課
してしまうことになり兼ねないので，制度の再構築が必要ではないかと思われる。
業務監査権を適法性の監査に限ると解しでも，妥当性の監査に及ぶと解しでも，結局，監査役は
準委任契約で監査に従事しているとされる以上，監査役は善管注意義務を負い，また取締役は著し
く不当な職務執行を行っている場合に商法254条の3の忠実義務違反になり違法な行為をしている
ことになるので，これにつき監査役の監査範囲となり，適法性監査と妥当性監査との実質的差異は
ないとする説（4）もある。
このように監査役の業務監査責任に絞って論を進めると，この任務に充分に耐え得る監査役が，
この世に何人居るのか不安になって来る。つまり監査役に業務監査権を与えるという法制自体に無
理があるのではないかと感ぜられる。
法制上，監査役に期待されているのは，取締役の暴走を抑止したり，とくにワンマン社長を牽制
できるような点であろうが，現実には監査役にこのような強硬な態度を期待するのは無理で、あろう
と，思われる。
とくに現実においては，次期の監査役，取締役候補者について，取締役会で原案を作成し，株主
総会でこれを承認する選任手続になっているが，取締役会では社長に一任して次期の役員候補者を
選定する例が多いので，事実上，社長に人事権があるかの知き結果に陥っているものが多い。この
ような状態の下で監査役に業務監査権を与えても，効果的にこれを行使できるものかどうか，事実
問題としても疑問なしとしない。
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注
(1）矢沢淳「監査役の職務と権限J『監査ハンドブック』 56頁
大隅健一郎・今井宏『新版会社法論』中I 278頁
味村治「商法の一部を改正する法律案の解説j 『法曹時報』 22巻2号99頁
浦野雄幸『株式会社監査制度論』 434頁
味村治外『改正商法及び監査特例法等の解説』 80頁以下
菅原菊志「監査役の監督是正権」 『月刊監査役.I52号18頁
加藤一組 「行政法違反等と監査役の差止請求権J『商事法務J670号26頁
柳田幸三・吉戒修一 f株式会社法J上巻690頁
上回明信「業務監査基準（案）の解説j f商事法務』 634号8頁
吉田 昂「新法における監査役と取締役会J『商事法務』 670号6頁
倉沢康一郎『会社法の論理』 『監査機構j336頁
久保欣哉「監査役による監査Jf企業会計』 26巻5号56頁
新井一郎「行政法違反等と監査役の差止請求権j 『商事法務j670号27頁
(2) 田中誠二『商法E六全訂J222頁
妥当性監査は，監査役の機能の性質上，一定事項が不当かどうかという消極的かつ防止的な意見の表明に
制限される。したがって経営政策，能率の増進，というような積極的な営業活動や生産活動には及ばない，
とする。
大住達雄「監査役の意義と限界j f月刊監査役.I6号4頁以下
水田耕一「監査役の業務監査権限の範囲Jf商事法務』 668号7頁， f月刊監査役』 6号4頁以下
山村忠平「監査役による会計監査・業務監査］ 『産業経理』 34巻9号
大沢功・保積昭一・堀口亘外『改正商法解説』 20頁
酒巻俊雄『改正商法の理論と実務』 26頁
本間輝雄「新監査役の職務と権限j f税経通信』 28巻12号
西山忠範「監査役の業務監査は取締役の業務の妥当性に及ぶかj f法学教室』 E期7号139頁
(3）鈴本竹雄・竹内昭夫『会社法』 235頁
竹内昭夫『新版注釈会社法6.l 445頁
田辺外『商法改正三法の逐条解説』 76頁
居林次雄『改正商法詳解』 58頁
加藤良三『株式会社法2』351頁
高烏正夫『新版会社法』 193頁
「監査役の権限は違法性の監査に限られるというよりも，限定的ではあるが，妥当性の監査にも及ぶと説
明するのが適当である。 J
松井一郎『株式会社法概論』 220頁
前田庸『注釈株式会社法上』 274頁
-50- 研究年報第Xvn巻
(4) 河本一郎『現代会社法』新訂三版 409頁
6.監査制度改革の方向
(1）監査役制度
日本の株式会社における監査制度は，監査役の権限確保と大会社に対する会計監査人制度の導入
によって，充実して来たように見える。
戦前にはなかった証券取引法の制定によって，株式の公開会社に公認会計士の監査を導入し，そ
の尺度として「企業会計原則」を制定し，その後何度も改訂しまた監査の基準としての「監査基準」
「監査実施準則J「監査報告準則」などの制定，改正が相次ぎ，制度上は諸外国に比して劣るとこ
ろがないまでに整備されて，今日に至っている。
会社の計算についても，従来の商法の財産法の思想から， 「企業会計原則」に副った損益法の思
想に移行し，商法上，資産の評価規定等も「企業会計原則」に叶うものに改正され，証券取引法上
の財務諸表と規をーにする計算書類が作成されるようになった。これらの点で日本の会計制度はす
でに整備されて，飛躍的に発展を遂げ，国際的にも遜色のないものになったと言える。
他方，日本の公認会計士の試験制度が整備されて，この新しい会計制度，Q 監査制度の法制の下で
の試験制度が実施され，国際的lニも水準の高い公認会計士が誕生するようになり，今や日本の公認
会計士の監査証明が，欧米諸国でも受け入れられるようになった。
日本国内では，本稿で既に述べたように監査制度の一元化，決算書の一元化が図られたために，
戦後の会計ならびに監査制度上の混乱は解消して，あとは，諸外国に例をみない監査役制度を，今
後，どう取り扱うかが課題として残されている。
昭和49年の商法改正に当たって，大会社の監査役制度を廃止して，公認会計士に全面的に置き替
えることとしておけば，国際的には問題の少ない制度になったと思われる。
しかしながら監査役に業務監査権を与えて強化した以上，ここで俄かに監査役を廃止することに
は，制度改革の上で矛盾する方向であり，実務界の抵抗もある。とは言え，現実に監査役は会計監
査について公認会計士（又は監査法人）に委ねており，業務監査については，たとえ適法性の監査
に限っても，どこまで業務監査手続を進めておけば監査役は免責されるのか，その目途が立ち難い
面もある，日本監査役協会で業務監査基準を公表しているが，これに依って監査をすれば，監査役
として落度のない業務監査を実施したとされるものかどうかさだかではない。
ましてや妥当性監査までを志向するとすれば，大会社ではその監査手続は膨大なものとなり， 2 
人や3人の監査役では手に負えないところとなろう。
したがってこの際は，業務監査権限について戦後昭和25年の商法改正で取締役会に与えた以上
（商法260条），すべて取締役会に委ねて，監査役は業務監査から退くこととするのが，適切な法制
になるように思われる。経済界から監査役の業務監査を望む意見書が出されたのは，むしろ素人で
ある監査役制度を残そうとする余りの方便の一つであったと考えられる。
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監査役の会計監査が大会社では不要となり，業務監査についても充分な制度的安定も与えられず，
実務的にも困難を伴いながら，監査責任のみは重く諜せられるというのでは，実務上，この制度は
耐えられないものとなる。
ドイツ株式法におけるように，取締役の選定ゃ任命を行うような監査役会を設けるところまで思
い切って進めるのであれば，監査役制度の存在意義も見出されることもあろう。しかし日本におい
て，そのような強力な監査役制度が必要視され，かっ成立するのかどうか，その必然性があるもの
かどうかさえ疑わしい。
戦後強化された監査役制度の今後の方向としては，更に監査役を一段と強化して，例えば，監査
役会を法定して，監査役会に種々の権限を与えるというのが立法上の筋道であるのかも知れないが，
そういうことを望む投資家，債権者，株主，従業員，消費者あるいは経営者が多いものかどうか，
俄かに断定できない。
むしろ監査役は，公認会計士制度の発展によって，徐々に公認会計士に置き換える方向を辿るの
が，自然であるのかも知れない。
(2）公認会計士制度
現行商法では，資本金5億円以上又は負債200億円以上の株式会社（大会社）に公認会計士（又
は監査法人）を会計監査人として導入することとしているが，これを拡大して資本金基準を更に一
段とヲ｜き下げる（例えばI億円までヲ｜き下げる）ことにより，主要な株式会社全般にまで会計監査
人の監査を及ばせるように工夫するのが合理的な考え方であろう。
これに対して，会計士補や税理士などの学識経験者を以て「会計調査人jとし，会計調査人の調
査を大会社に次ぐ中ランクの株式会社に義務づけるという試みもあることは，すでに述べた通りで
ある。
このような試みは，監査制度の水準を低落させ，会計監査人制度の社会的信頼を失墜せしめ兼ね
ないので，思い止まるべきものと考える意見も有力である。
その代案として，かねてより筆者は，公認会計士制度の拡充を提唱しているのである。現在，日
本の公認会計士は年間，数百人の合格者を出す状況になっており，その拡大は遅々としており，公
認会計士試験は日本における最も難しい試験のーっと言われている。
これに対して税理士試験は，科目毎に毎年合格者を発表しており，何年かかっても必要な合格科
目数が揃うことによって，税理士資格を与えられる。そこで，年間，約2,000名が税理士試験をパ
スしている。すでに日本税理士連合会登録者は6万人に近づいており，公認会計士の登録者に対し
て6倍の登録者数になっている。
かねてより会計の一元化と共に，このような公認会計士と税理士との制度上の一元化の方策が必
要であると思案して来たのであるが，税理士業務の一定期間以上の経験者には，特例試験を以て
（あるいは別途の資格制度で以て），公認会計士の資格を与えることとすれば，商法上の会計監査
人制度の拡充も，物理的に可能になるものと思われる。
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すでに弁護士や裁判官については，法律学の大学教授などの学識経験者を有資格者とする制度
も設けられていることであり，公認会計士についても同様に，実務経験の豊かな税理士などを公認
会計士に登用する制度を新設することが，必要であると思われる。
この結果，充分な数の公認会計士が誕生すれば，会計調査人というような無理な制度を導入しな
くてもよいと思われる。
また他方で，株式会社のディスクロージャー制度を充実する必要性があるとされているが，最低
資本金を1,000万円以上とする改正商法の下では，既存会社のうちで数多くの会社が株式会社とし
て残り，また新設される結果になり，会計監査人の監査報告書の謄本を添付した土で，商業登記所
における計算公聞を図ることは，物理的に無理となる，
そこで株式会社の株主が，有限責任の恩恵を受けようとするのであれば，会計監査人の監査を受
けて，商業登記所で決算の公聞をしなければならないものとする制度を商法で導入するのが望まれ
る。
これにより決算の公聞を嫌う傾向の強い中小企業には，株式会社から有限会社（又は合名会社・
合資会社）へ組織変更をすることを広く進めて，株式会社の抜本的な洗い直しを図ることとするの
である。
株式会社の有限責任の原則を貫くためには，このような決算のディスクローズによって，債権者
や投資家の保護をすることが必要であり，その前提として，職業的専門家による会計監査が伴わな
ければならない，と考えるものである。
現状において，株式会社でありながら決算公開を怠り，登記義務も充分に果たしていない株式会
社が多いので，このような監査の強化を図って，ディスクロージャー制度の改革をすることが必要
であると思われる。
明治以来， ドイツ法系の商法を踏襲してきたので，株式会社において株主の意向を代表する意味
で監査役の業務監査と会計監査とが行われて来た。この場合の監査役は業務執行にかかわる体制で，
適法性監査にとどまらず妥当性監査をも行う強力な存在であった。
しかしながら昭和25年の商法改正において，英米法系の取締役会制度を導入して，取締役会に代
表取締役を監督する業務監査権を与えるに至った。取締役を二分して，業務執行をする者と，業務
執行に携らずに監督業務に専念する者とを想定し，取締役会に業務監査権を与えることとしたので
あ’る｛目。
また株主のうち一定株数以上を有する大株主に少数株主権を与えて，取締役の違法行為等につき，
追求できる途を聞いた。一種の業務監査権を大株主に与えたことになる。
そこで監査役に業務監査権を与えなくても，取締役会の業務監査権と少数株主権とによって，業
務監査は充分に行われるので，監査役は「会計監査役」という名称、に変更して，会計監査権のみを
有することとされる予定であった（九
他方，証券取引法による公認会計士の会計監査制度が英米法の流れとして設けられ，株式の公開
会社では，この公認会計士の監査が実施されている以上，会計監査を行う監査役は二重の存在となっ
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たわけである。
日本では， ドイツ法と英米法との折衷をした結果，この「ひずみJが監査役制度に表れたとみる
こともできるが，これを制度的にスッキリさせるものとすれば，英国会社法の如く（3）勅許会計士と
いう会計専門家を以て会計監査を行わせしめる法制にして，素人である監査役制度を廃止する，と
いうのが落ち着く先であると思われる。
私見の如く公認会計士の質・量ともに充実する方策を採用することとすれば，英国流の会計監査
制度は日本の商法に採り入れることができるものと考えられる。現行商法はこのための一里塚であっ
たと考えることもできょう。
注
(1) 田中耕太郎『改正会社法概念.l588頁以下。
初めは，大株主が株主総会の代わりに Verwaltungsbeiratなるものを作り，取締役を監督したが，後株主
総会が生ずるに及んで，相談役を選任した。取締役と相談役は業務を執行する機関であったが，英仏におい
ては，融合して取締役会となり，独では監査役となった，と説明される。
(2) 国会審議において「会計監査役jの名称は「監査役」に修正されたが，その権限は会計監査に限定された
原案のまま修正されず，国会で可決成立した，これが監査役制度の混乱の一つの原因となっている。
(3）英国会社法は publiccompanyについて，勅許会計士（CharteredAccountant）の資格を有する者でな
ければ Auditor（会計検査役）に選任され就任できないこととされている（英国 CompaniesAct, 
159条）。
